
  
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

NO 公共工事の名称及び種別

契約担当官等の氏名並びにそ

の所属する部局の名称及び所

在地

契約日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所
法人番号 契約方式 随契理由 予定価格 契約金額 落札率 備考

1
一般交通量調査の調査結果整
理・分析に関する業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.10 ~ R9.3.19

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.9

一般交通量調査の調
査結果整理・分析に
関する業務社会シス
テム・システム科学研
究所設計共同体
東京都渋谷区恵比寿
一丁目２０番２２号

－ 随契（簡易プロポ）

　本業務の実施にあたっては、一般交通量調査結果の分
析において、Ｒ７調査結果とＨ２７・Ｒ３調査結果との違いや
項目間の関係性をより分かりやすく示すための整理項目・
整理方法を検討できる能力等が必要であり、これらが業務
の成果に密接に関係することから、簡易公募型（拡大型）
プロポーザル方式により公募を行った。

　その結果、上記相手方は、入札説明書を交付した２１者
のうち、本業務の「技術提案書提出要請業者の確認審査」
に参加表明し、業務実施条件を満たし技術提案を行った
唯一の相手方であり、また、業務実績、技術提案書の内容
等を総合的に評価した結果、本業務を実施するうえで必要
な能力が十分に備わっていることが確認された。

　以上の理由から上記相手方を選定し、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の
規定により、随意契約するものである。

¥29,964,000 \29,964,000 100.00%

2
令和８年度道路交通調査プラッ
トフォーム改修等業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.10 ~ R9.3.31

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.9
（株）長大　つくば支店
茨城県つくば市東平
塚７３０

5010001050435 参加者の有無を確認する公募

本業務の実施にあたっては、既存の道路交通調査プラット
フォームシステムに関し、当該システムの構成を理解した
うえで、今回の機能改良等を適切に行う技術力を有してい
ることが求められる。

　このことから、技術的要件を兼ね備えている上記法人を
特定者とした上で、特定者以外に本業務の実施を希望す
る者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を
招請する公募を実施した。

　公募の結果、参加意思確認書の提出が無かったため、
上記相手方と契約を行うものである。

　以上の理由から、会計法第２９条の３第４項及び予算決
算及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、上記法
人と随意契約するものである。

¥9,999,000 \9,999,000 100.00%

3
Ｒ８事故対策データベースシス
テム機能改良業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.9 ~ R9.3.31

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.9
（株）建設技術研究所
東京都中央区日本橋
浜町３－２１－１

7010001042703 参加者の有無を確認する公募

　　本業務の実施にあたっては、既存の事故対策データ
ベースシステムに関し、当該システムの構成を理解したう
えで、今回の機能改良等を適切に行う技術力を有している
ことが求められる。

　このことから、技術的要件を兼ね備えている上記法人を
特定者とした上で、特定者以外に本業務の実施を希望す
る者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を
招請する公募を実施した。

　公募の結果、参加意思確認書の提出が無かったため、
上記相手方と契約を行うものである。
　
　以上の理由から、会計法第２９条の３第４項及び予算決
算及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、上記法
人と随意契約するものである。

¥9,999,000 \9,999,000 100.00%

契約期間



  
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

NO 公共工事の名称及び種別

契約担当官等の氏名並びにそ

の所属する部局の名称及び所

在地

契約日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所
法人番号 契約方式 随契理由 予定価格 契約金額 落札率 備考契約期間

4

階段部を剛結化した横断歩道
橋の限界状態に関する数値解
析業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.28 ~ R8.12.18

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.27

（株）オリエンタルコン
サルタンツ
茨城県つくば市竹園２
－１０－８

4011001005165 随契（簡易プロポ）

　本業務の実施にあたっては、横断歩道橋の歩廊部と階
段部を剛結化をしたときに、剛結部周り及び柱基部が地震
時における最も厳しい状態を地震応答解析で適切に評価
するための入力地震動の作用方向を設定できる能力等が
必要であり、これらが業務の成果に密接に関係することか
ら、簡易公募型（拡大型）プロポーザル方式により公募を
行った。

　その結果、入札説明書を交付した11者のうち3者から技
術提案があり、それらについて業務実績、技術提案書の
内容等を総合的に評価した結果、上記相手方が最も優れ
ていることが確認されたことから、本業務を遂行するのに
最もふさわしい相手方であると判断された。

　以上の理由から上記相手方を選定し、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の
規定により、随意契約するものである。

¥35,013,000 \34,991,000 99.94%

5

部材等の損傷が道路橋の応答
に与える影響に関する数値シ
ミュレーション業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.28 ~ R8.12.18

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.27
（株）長大
茨城県つくば市東平
塚７３０

5010001050435 随契（簡易プロポ）

　本業務の実施にあたっては、実際の載荷試験結果を再
現し、橋の荷重伝達を適切に評価できるモデルを構築する
にあたり、各部の境界条件・結合条件や剛性を調整できる
能力等が必要であり、これらが業務の成果に密接に関係
することから、簡易公募型（拡大型）プロポーザル方式によ
り公募を行った。

　その結果、入札説明書を交付した11者のうち2者から技
術提案があり、それらについて業務実績、技術提案書の
内容等を総合的に評価した結果、上記相手方が最も優れ
ていることが確認されたことから、本業務を遂行するのに
最もふさわしい相手方であると判断された。

　以上の理由から上記相手方を選定し、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の
規定により、随意契約するものである。

¥45,122,000 \44,902,000 99.51%

6
波浪うちあげ高予測システム予
測地点設定改良等業務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.4.28 ~ R9.2.26

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.27
（一財）日本気象協会
東京都 豊島区東池袋
三丁目１番１号

4013305001526 参加者の有無を確認する公募

　本業務の実施にあたっては、既存の波浪うちあげ高予測
システムに関し、当該システムの構成を理解したうえで、今
回の機能改良等を適切に行う技術力を有していることが求
められる。

　このことから、技術的要件を兼ね備えている上記法人を
特定者とした上で、特定者以外に本業務の実施を希望す
る者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を
招請する公募を実施した。

　公募の結果、参加意思確認書の提出が無かったため、
上記相手方と契約を行うものである。
　
　以上の理由から、会計法第２９条の３第４項及び予算決
算及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、上記法
人と随意契約するものである。

¥38,126,000 \38,126,000 100.00%



  
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

NO 公共工事の名称及び種別

契約担当官等の氏名並びにそ

の所属する部局の名称及び所

在地

契約日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所
法人番号 契約方式 随契理由 予定価格 契約金額 落札率 備考契約期間

7

洪水中の土砂・流木堆積過程
で生じる氾濫流況変化特性の
把握のための実験及び検討業
務
（土木関係建設コンサルタント）

R8.5.1 ~ R9.2.26

支出負担行為担当官

国土技術政策総合研究所長

佐藤 寿延

茨城県つくば市旭１

R8.4.30
（株）建設技術研究所
東京都中央区日本橋
浜町３－２１－１

7010001042703 随契（簡易プロポ）

　本業務の実施にあたっては、氾濫開始エリアにおいて、
一定の精度を保ちつつ空間的に密な水位を効率的に計測
する方法に関する留意点氾濫開始エリアにおいて、一定
の精度を保ちつつ空間的に密な水位を効率的に計測する
能力等が必要であり、これらが業務の成果に密接に関係
することから、簡易公募型（拡大型）プロポーザル方式によ
り公募を行った。

　その結果、入札説明書を交付した１４者のうち本業務の
「技術提案書提出要請業者の確認審査」に参加表明し、業
務実施条件を満たし技術提案を行った唯一の相手方であ
り、また、業務実績、技術提案書の内容等を総合的に評価
した結果、本業務を実施するうえで必要な能力が十分に備
わっていることが確認された。

　以上の理由から上記相手方を選定し、会計法第２９条の
３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の
規定により、随意契約するものである。

¥29,975,000 \29,975,000 100.00%


